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【研究ノート】
公務部門の賃金構造に関する経済分析
――地方公務員の昇進構造を踏まえた賃金構造の実態分析
神戸大学大学院経済学研究科博士課程　
圓生　和之
１．はじめに
　現代社会は、少子・高齢化、人口減少社会への移行、地球温暖化等を含む様々
な環境問題といった、これまでにない新しい質の諸課題に直面している。この
ため、従来のような限りない成長を前提とする社会制度を、成長を前提としな
い持続可能なシステムに早急に転換していくことが必要であるとの認識のもと、
個人の生活の豊かさや平等が保障されつつ、それが長期にわたり存続していけ
る社会としての「持続可能な福祉社会」に向けた研究が進められている。そこ
では「公共性」という概念は広くとらえられ、国家あるいは政府という意味で
の公共性のみならず、市民あるいは個人が積極的に関与していくことが想定さ
れ、公共的市民の果たす役割も議論されている1。
　このような現代社会においても、公務部門の重要性は高まるばかりであり、
これを担うに相応しい人材をいかに適切に確保し、その人材をいかに有効に活
用していくかは、「持続可能な福祉社会」実現の成否をも左右しかねない重要
な課題である。そして、公務部門の賃金をどのようなものとしていくかは、そ
のための決定的な役割を担う要因のひとつである。このため、公務部門の賃金
の実態を分析し、そのあるべき姿を考察したいと考える。そのことは、公務部
1 広井（2004）pp. 5-8. ほか。
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門以外の NPO や NGO などの公共的市民等の賃金をどのように考えるべきか
の基礎資料を提供するものでもあると考えられる。
　筆者はこれまで、公務部門全体の賃金水準について、実態の解明を試みると
ともに、あるべき方向を分析してきた。これらの分析を踏まえつつ、本稿では、
公務部門における個々の職員の賃金の上がり方、職員間の賃金の散らばり具合
といった「賃金構造」について分析を行う。
　公務部門の賃金構造については、「年功序列による画一的な運用が行われて
おり、職員間の賃金差は小さく、職員が働くインセンティブに欠け、非効率で
ある」という主張がある一方で、「公務員の給与構造においても相当の給与格
差が生じている」という主張もある2。現実には、どのような実態にあるのか。
この点について、客観的なデータを用いて分析を行うとともに、民間部門との
比較をできる限り正確に行うことにより実態を把握し、その経済合理性を分析
するなかから、あるべき公務部門の賃金について考察したい。なお、本稿で行
う公務部門の分析に当たっては、我が国の公務部門において職員数の大半を占
める地方公務員を取り上げることとする。
　本稿の構成は以下のとおりである。まず第 2 節では、公務部門の賃金構造
を分析する前提として、公務部門の昇進構造が分析され、公務部門においても、
各職階への昇進には一定の選抜が行われており、職員間に相当な昇進の格差が
生じていることが示される。これを受けて第 3 節では、公務部門の賃金構造
が分析される。年齢等の属性が同じ職階間の賃金格差は、民間部門よりやや小
さいものの、公務部門においても相当大きな職階間の賃金格差があることが示
される。さらに、昇進構造を踏まえた生涯にわたる賃金格差が分析され、公務
部門における生涯賃金格差は極めて小さいものとなっていることが示される。
2 例えば、前者の例として、山中（2006）は、公務部門の賃金について「年功的に
昇給昇格する」「昇任しても、給料が同じ・変わらない」「給与に差が付かない」と
している（pp.39-41 および 160-162） が、データの裏付けはない。一方、後者の例と
して、稲継（1996）pp.119-121 などがある。詳細は「3.1.1 先行研究」で言及する。
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最後に、以上の分析結果をもとに、公務部門において職員の意欲を高めるイン
センティブに富んだ、あるべき賃金について考察される。
２．公務部門の昇進構造
　公務部門の賃金構造を分析する前提として、公務部門の昇進構造を分析する。
 2.1　先行研究
　公務部門の昇進構造の分析については、いつくかの先行研究がある。
　山本（1996）は、Ａ県の 53 ～ 55 歳と 55 ～ 57 歳の職員を大括りの 4 グルー
プに分け、5 年ごとの昇進経過を辿り、「学歴が高いほど、上位の職位への昇
進確率が高い」といった一般的な昇進に関わる傾向法則が成り立っているかの
検証をしている。その中で、「大卒の昇進は、一定の職位まで横並びに昇進す
るが、それ以上の職位からは選抜される」という傾向も検証している。
　稲継（1996）は、Ｂ指定都市の 1960 年採用職員の昇進経過を約 10 年ごと
に辿り、「係長クラスから職員間で昇進格差がつき、その格差は上位の職階に
なるにつれて拡大する」ことを示している。
　峯野（2000）は、Ｃ指定都市の職員について、サンプルは少ないものの、
昇進と経験する職務の異動との関係を分析している。
　前浦（2002）は、Ｄ県の 1961 年採用職員の昇進経過を辿り、昇進における
学歴の影響、事務職と技術職の差、キャリアとノンキャリアの差等を分析して
いる。
　本稿では、これらの先行研究の知見を踏まえつつ、公務部門の賃金構造を分
析する前提として、公務部門の昇進構造を分析する。したがって、分析の中心
は、部長・課長・係長等の代表的職階への昇進時期、昇進比率等、昇進の格差
を計数的に把握し、民間部門との比較において、公務部門の昇進構造の特徴を
明らかにしようとするものである。このため、個別の事例にとどまることなく、
我が国全体の公務部門と民間部門における勤続年数別の人員分布の分析も合わ
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せて行う。
2.2　兵庫県職員の昇進構造
　まず、具体的な事例として兵庫県職員の事例を取り上げる。兵庫県の事例を
取り上げるのは、同県人事委員会が給与勧告の際に添付し公表している参考資
料3 が充実した内容となっているためである。とりわけ同資料中の「職員の給
料表別・職務の級別・年齢別人員・平均給料月額」は他の都道府県では例がな
い。この資料を時系列で整理することによって、ある年齢集団がどのように昇
進していくかを分析することができる。ここでは、1986 年4 から 2005 年まで
の 20 年間の報告資料を用いて、① 1986 年に大卒で直採用された年齢にあた
る（1986 年に 22 歳の）年齢集団（コーホート）、② 2005 年度に定年退職を
迎える（2005 年に 59 歳の）年齢集団（コーホート）のそれぞれについて、
1986 年から 2005 年までの 20 年間の職階別人員分布を作成した。結果は表 1
に示されている。
　表 1 を見ると、兵庫県職員（行政職）の昇進について、およそ次のことが
分かる。
　一般職員は大卒で直採用から 9 年目、高卒で 13 年目にあたる年齢である 30
歳まで、主任へ昇進している者はいない。その後、主任に昇進した後、33 歳
で主査へと昇進している者が最短のケースとなっている。しかし、この主査へ
の昇進についてみると、昇進時期の差はあるものの、40 歳代半ばまでには主
任以下の者はいなくなり、全員が主査まで昇進していることが分かる。
　次に、監督職である係長級への昇進についてみると、大卒で直採用後 13 年目、
高卒で 17 年目にあたる年齢である 34 歳まで係長に昇進している者はいない。
最短でも、係長になるまでに、これらの年数を要するものと考えられる。また、
3 「職員の給与等に関する報告及び勧告―参考資料―」（1986-2005 年版）。
4 それまでの等級制が級制に改正され、1986 年から、級制の下で最初の職員採用が
行われた。
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表１　兵庫県職員（行政職）の年齢別の職階別人員分布
年　齢 年　度 一　般 主　任 主　査 係長級 主幹級 課長級 局長級 部長級 計
22 1986 202 202
23 1987 275 275
24 1988 297 297
25 1989 329 329
26 1990 375 375
27 1991 386 386
28 1992 378 378
29 1993 358 358
30 1994 359 359
31 1995   
32 1996 203 156 359
33 1997 115 241 1 357
34 1998 37 284 47 368
35 1999 13 210 134 5 1 363
36 2000 5 127 225 10 1 368
37 2001 2 38 316 15 2 373
38 2002 0 9 311 26 3 349
39 2003 1 2 304 29 3 339
40 2004 1 6 293 40 2 342
41 2005 1 6 279 49 3 2 340
年齢 年度 一般 主任 主査 係長級 主幹級 課長級 局長級 部長級 計
40 1986 3 10 150 68
41 1987 4 150 71 3 228
42 1988 2 138 85 7 232
43 1989 2 127 94 13 236
44 1990 2 111 95 22 1 231
45 1991 1 99 98 34 2 234
46 1992 89 87 37 8 221
47 1993 81 77 40 16 214
48 1994 74 74 40 20 208
49 1995       
50 1996 61 69 44 29 3 206
51 1997 57 65 46 35 2 1 206
52 1998 47 75 43 34 5 1 205
53 1999 44 74 43 37 5 1 204
54 2000 43 65 45 41 6 1 201
55 2001 43 62 37 49 8 2 201
56 2002 32 46 38 35 12 2 165
57 2003 31 42 38 24 16 4 155
58 2004 29 40 32 24 16 4 145
59 2005 27 39 28 22 8 5 129
（21%）（30%）（22%）（17%） （6%） （4%） （100%）
＊資料出所： 兵庫県人事委員会『職員の給与等に関する勧告報告 参考資料』（1986–2005 年） 
の各年版の第 5 表「職員の給料表別・職務の級別・年齢別人員・平均給料月額」のデー
タを用いて作成した。
＊ 1995 年は、調査が行われていない。
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係長に昇進せず主査にとどまっている職員は、定年まで漸減するものの無くな
らない。つまり、全員が昇進するのは主査までで、係長には全員が昇進できる
わけではないことが分かる。
　さらに、管理職である主幹級への昇進について見ると、係長の最短到達年齢
である 35 歳から 6 年遅い 41 歳で昇進している者が最短となっている。さらに、
課長級、局長級（次長級）、部長級への昇進は、それぞれ一つ下の職階を最短
でもそれぞれ何年か経た後に昇進していることがうかがえるが、それぞれ一つ
下の職階にとどまったまま定年を迎える職員が相当数存在している5。
　こうした昇進の結果、定年を迎える最終年度までにどの程度の職階まで昇進
するかをみると、部長級まで昇進する職員は数％にとどまっており、これを含
めて課長級以上に昇進する者は 3 割に満たない。管理職である主幹級以上に
昇進することなく非管理職のまま定年を迎える者が半数を越えている。係長に
昇進しない者も約 2 割はいることが分かる。
　以上のように、2 つの年齢集団（コーホート）の 20 年間の人員構成の推移
を見る限り、兵庫県職員の昇進は、年齢が進むに連れて昇進していくという意
味では年功的であるものの、全員が画一的に昇進している訳ではない。採用か
ら 10 数年の間は、昇進という観点では職員間に差を付けない運用が行われて
いるが、その後の管理・監督職への昇進には、何らかの選抜により、職員間に
相当な昇進の差が生じていることが分かった。
　職員間に実質的な差が付きはじめるのが係長への昇進であることを考えると、
係長に最初に昇進した者を「第一選抜」と考えることができ、兵庫県職員の第
一選抜は大卒で採用後 14 年目、高卒で 18 年目にあたる年齢となっている。
小池（2005）6 によると、我が国の平均的な企業の第一選抜は、欧米より遅く、
7 ～ 8 年となっており、伝統のあるメーカーなどはさらに遅く約 10 年となっ
5 これらの昇進構造から大きく懸け離れた集団として、30 歳代後半から 40 歳前後
にかけて数人の課長がいる。課長としては極端に低い年齢となっており、旧自治省
をはじめとした中央省庁からの出向者と考えられる。
6 小池（2005）, pp.70-82、使用したデータは p.75。
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ているとされている。公務部門、少なくとも兵庫県職員の第一選抜の昇進は、
民間部門において「遅い選抜」として知られる日本企業と比較しても、さらに
遅いものとなっている。
　なお、以上の分析には、いくつかの課題が残っている。用いた資料が各年度
における年齢別職員数のデータであるため、中途採用者が途中から割り込む形
で含まれることや、行政職職員全体のデータであり上級職（大卒）から初級職
（高卒）までが混在していることなどによるものである。これらのことから、
これまで見てきた昇進の差は、上級職（大卒）と初級職（高卒）との差や、直
採用者と中途採用者との差によるものであるおそれがある。そこで、データの
制約が大きいなかではあるが、兵庫県職員の上級職（大卒）の職員のみを取り
上げ、採用後勤続年数を経るに従ってどのように昇進したかを分析した７。結
果は、図 1 ―アに示されている。図を見ると、兵庫県の上級職（大卒）職員
の昇進については、年齢別人員分布で見たのと同様に、勤続年数が進むに連れ
て昇進していくという意味では年功的であるものの、全員が画一的に昇進して
いる訳ではなく、一定の選抜により、職員間に相当な昇進の差が生じている。
つまり、前節でも確認した職員間の昇進の差は、上級職（大卒）の同一年次採
用者の間でも生じており、学歴差や直採用者と中途採用者との差といったもの
以外の要素によっても、一定の選抜が行われており、その結果生じた差という
ことができる8。
7 具体的には、ある採用年（1970 年採用）の上級職（大卒）の職員の昇進経過を分
析した。（資料として用いたのは、兵庫県人事課編の『兵庫県職員録』及び兵庫ジャー
ナル社編の『県政便覧』のそれぞれ 1970 年版から 2006 年版である。特に『県政便
覧』には、1999 年版までは主任以上、2000 年版以降は係長以上の全職員について、
職名・氏名・生年月日等が記載されている。これらの公表データを用いて分析を行っ
た。）図の表示方法については、民間部門の昇進構造に係る多くの先行研究と比較で
きるように、最も一般的なローゼンバウムのキャリアツリー（Rosenbaum（1984）, 
pp.38-65）に近い形で記載した。
8 なお、兵庫県人事課によると、国家公務員と異なり、少なくとも兵庫県では上級
職（大卒）と初級職（高卒）を分けて別々の人事管理を行うようなことはしていな
いとしている。
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　ここで、典型的な昇進モデルについて、日本労働研究機構（1994）9 を参考に、
キャリアツリーで表わしたのが図 1 ―イである。公務部門、少なくとも兵庫
県職員の昇進構造は、図 1 ―イの⑴の一律年功モデルのように、全員が画一
的に昇進しているものではなく、⑵の昇進スピード競争モデルのように、全員
が昇進する中で昇進時期に差があるものでもない。⑶のトーナメント競争モデ
ルのように、一定の選抜のもとに昇進の差が生じておりその差は昇進時期の差
にとどまらず最終的に到達する職階にも差があるものということができる。
2.3　地方公務員の昇進構造
　前項で兵庫県職員の事例についてみた事柄が、地方公務員全体についても同
図１　キャリア・ツリーによる分析
図１―ア　 兵庫県行政職（1970 年採用上級職・大卒）職員の勤続年数別のキャリア・
ツリー
（単位：人）
（特別職） 4
1 2 1
部長級 5
1 2 1 2 1 1 1
局長級 6
1 5 3 1 1 4
課長級 4
1 7 4 2 1 1 1 1 1
主幹級 2
9 3 2 1 3 1 1 1
係長級 6
10 3 2 1 2 2 2 1 2 1 1
主査 2
4 16 7 2
主任
27 1 1
一般
29
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 （年目）勤続年数
年 度 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 （年度）
＊資料出所： 兵庫県の行政職（1970年採用上級職）職員について、兵庫県人事課『兵庫県職員録』
（1970-2006 年）及び兵庫ジャーナル社『県政便覧』(1970-2006 年 ) を用いて
作成
9 日本労働研究機構（1994）、p.11。
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様の傾向にあるかを検証する。合わせて、公務部門の昇進構造が、民間部門と
比べて、どのような特色を有するのか分析する。
　そこで、公務部門については、全国の都道府県、政令指定都市（以下「指定
都市」という。）、その他の一般の市（以下「市」という。）、町村の区分ごとに、
勤続年数別の職階別人員分布を作成した10。一方、民間部門については、企業
規模の区分ごとに、勤続年数別の職階別人員分布を作成した11。いずれも大卒
者のデータを使用した12。結果は、表 2 に示されている。
　民間部門との比較において地方公務員全体の昇進構造をみると13、公務部門
では、勤続 10 年未満の間、ほとんどの職員が非職階にとどまっており、その
図１―イ　組織内キャリア・ツリーの三類型
職位職位職位
勤数年続勤数年続勤数年続
⑴　一律年功モデル ⑵　昇進スピード競争モデル ⑶　トーナメント競争モデル
＊資料出所： 日本労働研究機構『組織内キャリアの分析』（1994 年）、p.11 を参考に作成した。
10 公務部門のデータとして用いたのは、総務省の地方公務員給与実態調査である。同
調査のうち、5 年に 1 度の指定統計の年の調査では、職階別の人員構成のデータが得
られる。そこで最新値である 2003 年の値を用いて勤続年数別の職階別人員分布を作
成した。なお、民間部門との比較を行うため、ここでは監督職である係長級以上を
職階とし、その他の職員（一般職員、主任、主査等）は「非職階」として整理した。
11 民間部門のデータとして用いたのは、厚生労働省の賃金構造基本統計調査である。
ただし、同調査では、部長、課長、係長、職長以外の職階（これらの中間職階であ
る部長代理や課長代理等）は「その他の職階」という区分になるが、例年の報告で
は、この区分が公表されていないため、職階別の全体像が分からない。そこで、厚
生労働大臣官房政策調査部による特別集計の結果である　『賃金構造基本統計調査－
勤続年数階級別にみた職階別賃金（平成元年～ 11 年）－』のデータを用いることとし、
そのうちの最新値である 1999 年の値を用いて作成した。
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表 2　勤続年数別の職階別人員分布（大卒）
（公務） （単位：％）
区　分 勤続年数 非職階 係　長 課長補佐 課　長 部　長 計
都道府県 5 ～ 9 年 94.4 5.3 0.1 0.3 0.0 100.0 
10 ～ 14 53.5 45.2 0.8 0.5 0.1 100.0 
15 ～ 19 14.6 74.6 9.6 0.9 0.2 100.0 
20 ～ 24 5.4 50.3 40.8 3.1 0.4 100.0 
25 ～ 29 4.7 24.2 51.8 17.9 1.4 100.0 
30 ～ 3.8 9.9 34.4 39.1 12.8 100.0 
指定都市 5 ～ 9 年 98.6 1.2 0.1 0.0 100.0 
10 ～ 14 83.9 15.9 0.2 0.0 100.0 
15 ～ 19 46.3 51.7 1.7 0.3 100.0 
20 ～ 24 25.2 58.8 15.3 0.7 100.0 
25 ～ 29 15.9 47.7 30.1 6.3 100.0 
30 ～ 12.0 30.7 34.7 22.6 100.0 
市 5 ～ 9 年 98.0 1.9 0.0 0.0 0.1 100.0 
10 ～ 14 82.7 17.0 0.1 0.1 0.1 100.0 
15 ～ 19 43.3 53.2 3.0 0.3 0.1 100.0 
20 ～ 24 16.3 57.4 22.1 3.9 0.3 100.0 
25 ～ 29 7.5 30.4 35.0 24.4 2.7 100.0 
30 ～ 5.0 14.7 20.0 37.8 22.5 100.0 
町　　村 5 ～ 9 年 96.4 3.6 0.0 100.0 
10 ～ 14 73.7 26.1 0.3 100.0 
15 ～ 19 34.7 64.3 1.0 100.0 
20 ～ 24 11.9 79.6 8.5 100.0 
25 ～ 29 4.2 58.2 37.5 100.0 
30 ～ 3.1 21.6 75.3 100.0
（民間） （単位：％）
企業規模 勤続年数 非職階 その他職階 職　長 係　長 課　長 部　長 計
全規模 5 ～ 9 年 80.7 6.5 0.9 7.5 3.0 1.5 100.0 
（100 人以上） 10 ～ 14 55.0 11.9 1.2 20.1 9.4 2.3 100.0 
15 ～ 19 36.7 15.3 0.8 17.2 26.2 3.8 100.0 
20 ～ 24 27.1 21.4 0.6 8.2 32.2 10.4 100.0 
25 ～ 29 25.1 20.7 0.3 5.5 26.3 22.1 100.0 
30 ～ 30.4 19.4 0.1 2.7 14.5 32.9 100.0 
1000 人以上 5 ～ 9 年 84.6 5.9 0.5 6.9 1.6 0.5 100.0 
10 ～ 14 57.6 13.4 0.6 20.5 7.0 0.9 100.0 
15 ～ 19 37.5 16.2 0.3 16.0 27.4 2.6 100.0 
20 ～ 24 27.4 21.6 0.4 7.7 33.8 9.3 100.0 
25 ～ 29 24.7 20.3 0.3 5.1 26.9 22.7 100.0 
30 ～ 28.7 20.3 0.1 3.0 14.9 33.0 100.0 
500-999 人 5 ～ 9 年 81.8 6.9 1.5 5.6 2.6 1.5 100.0 
10 ～ 14 57.6 9.7 2.2 19.7 8.7 2.2 100.0 
15 ～ 19 39.9 14.4 1.1 18.7 23.4 2.5 100.0 
20 ～ 24 27.3 24.6 1.1 9.3 28.8 8.9 100.0 
25 ～ 29 25.7 24.2 0.3 5.4 25.9 18.6 100.0 
30 ～ 36.2 20.8 0.0 2.2 11.9 28.8 100.0 
100-499 人 5 ～ 9 年 73.2 7.5 1.3 9.4 5.4 3.2 100.0 
10 ～ 14 21.6 4.6 0.8 8.6 62.3 2.1 100.0 
15 ～ 19 33.8 14.2 1.3 18.7 25.4 6.6 100.0 
20 ～ 24 26.7 19.8 0.8 8.5 31.2 12.9 100.0 
25 ～ 29 25.4 19.1 0.4 6.4 26.2 22.5 100.0 
30 ～ 30.0 17.0 0.1 2.4 15.4 35.1 100.0
（公務）＊資料出所： 総務省『地方公務員給与実態調査』（2003 年）の「第 2 表の 4　団体区分別、学歴別、一般
行政職の職務上の地位別、経験年数別職員数及び平均給料月額」の都道府県、指定都市、市、
町村の大卒者（男女計）のデータを用いて作成した。
＊指定都市については、局長及び部長を部長級として「部長」欄に記載した。
（民間）＊資料出所： 厚生労働省『賃金構造基本統計調査　勤続年数階級別にみた職階別賃金（平年元年～ 11 年）』
（1999 年）の平成 11 年（1999 年）・大卒者（男性）のデータを用いて作成した。
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比率は民間部門より高く、職員間にほとんど昇進の差を付けない運用が行われ
ている。特に、指定都市・市・町村では勤続 10 ～ 14 年でも非職階にとどまっ
ている比率が民間部門より高くなっている。民間部門よりさらに「遅い選抜」
となっていることがうかがえる。
　その後、公務部門では、定年までの間にほとんど（指定都市でも約 8 ～ 9 割）
の職員が係長以上の何らかの職階へ昇進しており、その比率は民間部門より高
いが、その昇進時期については職員間に相当なばらつきがある。
　課長級以上への昇進は、公務部門では、勤続 20 年未満では 1％程度までの
低い率となっているなど、民間部門と比べて遅く、勤続 30 年以上になってよ
うやく民間部門のピーク時（勤続 20 年以上 24 年未満）の昇進比率に追いつく14。
　部長級への昇進は、公務部門では、勤続 25 年未満では 1％に満たないなど、
民間部門よりかなり遅く、最終的な区分である勤続 30 年以上になっても民間
部門の昇進比率に追いつくことはない（民間で勇退や転籍の始まる前の勤続年
数区分でも同様）。
　こうした昇進の結果、定年までにどの程度の職階まで昇進するかを勤続 30
12 公務部門と民間部門の昇進構造の比較を行うに当たり、両者における学歴による
昇進格差の相違が混入することを避けるため、ここでは公務部門と民間部門のいず
れも大卒者のデータを用いた。
　また、民間部門のデータには生産労働者等が含まれているが、大卒者を対象とす
ることで、概ね比較に適当なデータが得られる。近似的に、同調査のうち生産労働
者の区分がある製造業に関して生産労働者を非職階と職長とみなして控除する試算
をしたところ、同様の傾向が認められたため、ここではより一般的な大卒者のデー
タを用いた。
13 公務部門の職員規模は、2003 年の平均値で、都道府県は約 6,600 人、指定都市は
約 6,300 人、市は約 500 人、町村は約 80 人となっており、分析にあたっては、それ
ぞれ対応する規模の民間企業と比較することが適当であり、都道府県と指定都市は 
1,000 人以上の企業と、市は 500 ～ 999 人の企業と、町村は 100 ～ 499 人の企業と
比較することが適当であると考えられる。資料出所：総務省「地方公務員給与実態
調査」（2003 年）。
14 民間部門のデータが、部長と課長の間の職階（中間職階）を「その他の職階」に
区分し、ここでの部長及び課長の区分に含んでいないことを考えると、課長以上の
人員比率は、部長及び課長の欄の人員比率よりさらに大きいものと考えられる。
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年以上で見ると、大卒の都道府県職員で、部長級まで昇進するのは 12.8％、
課長級で 39.1％、課長補佐級までに止まっている職員が 48.1％でほぼ半数に
達している。指定都市及び市では、部長級が 2 割あまり、課長級が 4 割弱、
課長補佐までが 4 割程度。ただし、町村では約 75％が課長級に昇進するものの、
係長級に止まる者も 2 割強存在する。
　以上の分析を踏まえると、個別の自治体ごとに相違があると考えられるもの
の、全体として公務部門の昇進構造は、民間部門よりさらに「遅い選抜」となっ
ているが、一定の選抜により職員間には相当な昇進の差が生じていると言える。
その昇進格差は、単に昇進時期の差にとどまらず、定年退職を迎えるまでに到
達する職階には職員間に相当な格差が生じていることが分かった15。
３．公務部門の賃金構造
　前章で明らかになった公務部門の昇進構造の実態を踏まえ、本章では、公務
部門における賃金構造について分析を行う。
3.1　職階間の賃金格差
　公務部門においては職階間の賃金格差は小さいという見方がある。つまり、
旧来のピラミッド型の組織において昇進格差が生じるのは当然としても、公務
部門の賃金構造については、やはり年功序列による画一的な運用が行われてお
15 民間部門では、公務部門と比べると転職率が高く中途採用者も多いなど労働市場
の流動性が高いことから、勤続年数別の職階別人員分布のみで昇進時期や割合につ
いて判断することは正確性を欠く面がある。そこで、ここでは極端に短い勤続年数
の職階分布は分析からはずし勤続年数 5 年以上を分析の対象とするとともに、流動
性の相違にも留意しつつ、大層の相違傾向を分析した。例えば、本節において、課
長級以上への昇進は、公務部門では勤続 20 年未満の間 1％程度までとなっており、
民間部門より低いことを示したが、民間部門では勤続 15 年以上 20 年未満で 26.2％
が課長となっている。この 26.2％の内訳をみると、標準労働者に近い 45 歳未満の者
が 87.6％を占めており、標準労働者だけでも公務部門の 10 倍を超える高い率である。
このように、公民の流動性の相違は大層の傾向に大きな影響はない場合が多かった。
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り、職階間の賃金格差は小さく、職員が昇進するために努力するインセンティ
ブに欠けるものだという見方である16。現実には、どのような実態にあるのか。
客観的なデータを用いて分析を行いたい。
3.1.1　先行研究
　この点について、先行研究を見ると、稲継（1996）17 は、職階別の平均給料
月額を用いて、都道府県と指定都市の職員の給料月額と年収の職階間格差を示
している。また、野見山（2001）は、稲継（1996）を引用し、年収の試算を
精緻化したうえで、行政学の立場から制度の変遷に言及し、「職階差によって
生じる年収差は時代を経るごとに拡大し、少なくとも、1990 年18 以降は相当
な給与差が生じている」としている。これらの先行研究は、先の一般的な見方
と異なり、具体的なデータを用いた点で評価できるものであるが、いずれも民
間部門との比較を行っておらず、公務部門における当該格差の大きさを客観的
に示したものとはなっていない。そこで本稿では、客観的なデータを用いて計
量分析の手法により民間部門との比較において分析を行うこととしたい。
3.1.2　年齢・勤続年数・人員を考慮した職階間賃金格差
　公務部門と民間部門における職階間賃金格差を比較するに当たり、先行研究
では、単純な平均値を用いて職階間の賃金格差を概観することが行われてきた。
しかしながら、年齢・勤続年数・人員ウエイトが異なるなかで、平均賃金で比
較することは正確性を欠く。このため、ここでは、公務部門と民間部門におけ
る職階間賃金格差をより正確に比較するため、年齢・勤続年数をコントロール
し、人員ウエイトを考慮した回帰分析により、賃金関数の推定を行い、公務部
16 例えば、山中（2006）は、「昇任しても、給料が同じ・変わらない」「給与に差が
付かない」としている（pp.39-41 および 160-162）。
17 稲継（1996）、pp.119-121。
18 1990 年から、期末・勤勉手当に役職加算が導入された。
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門19 と民間部門20 における職階間賃金格差を算出する21。
　具体的には、年齢別・勤続年数別の所定内給与・年収の自然対数値を被説明
変数とし、各セルの労働者数をウェイトとする加重最小二乗法により賃金関数
を次式のように特定化して推定する。
　　　　lnW=β0＋β1A＋β2A2＋β3T＋β4T2＋β5AT
＋β6D1＋β7D2＋β8D3＋ε　　　　　　　　　　　⑴
　ただし、lnW=賃金（所定内給与・年収）の自然対数値
　　　　　A＝年齢
　　　　　T＝勤続年数
　　　　　D1＝職階ダミー 1（1：部長、0：その他）
　　　　　D2＝職階ダミー 2（1：課長、0：その他）
19 公務部門の賃金データとして用いたのは、総務省「地方公務員給与実態調査」のデー
タである。5 年ごとに行われる指定統計の年の調査は、全職員についての悉皆調査の
結果である。1988 年、1993 年、1998 年及び 2003 年（＝指定統計）のデータを用
いた。都道府県、指定都市、市、町村の一般行政職の職員（学歴計・男女計・59 歳
以下）に関する年齢別の給料月額と人員データを用いた。なお、年齢・勤続年数別（マ
トリックス）のデータが公表されていないため、各区分ごとの平均経験年数と平均
年齢の差から試算した値を用いた。また、所定内給与、決まって支給する現金給与
額についても、明示的には公表されていないため、民間部門の所定内給与に相当す
る公務部門の諸手当額のデータを用いて試算した値を用いた。さらに、特別給与額（期
末・勤勉手当）については、職階別に各年における加算率及び支給月数を用いて試
算した値を用いた。
20 民間部門の賃金データとして用いたのは、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
のデータである。九大産業の常用労働者の中から層化二段階抽出法による標本調査
の結果である。1988 年、1993 年、1998 年及び 2003 年のデータを用いた。主要産
業（常用労働者 10 人以上を雇用する事業所）の労働者（学歴計・男性・59 歳以下）
に関する職階別の年齢・勤続年数・企業規模別の所定内給与額、決まって支給する
現金給与額、特別給与額及び人員データを用いた。
21 公務部門の賃金データは、男女計の全体について公表されるのが一般的となって
いる。これは、公務部門では男性労働者と女性労働者の賃金における取扱いに大き
な相違がないためと考えられる。
　しかし、民間部門の一般的な常用労働者と比較するためには、民間部門の男性労
働者のデータを用いることが適当である。このため、本稿では、公務部門は男女計
の全体の賃金データを用い、民間部門は男性労働者の賃金データを用いて比較を行っ
ている。
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　　　　　D3＝職階ダミー 3（1：係長、0：その他）
　　　　　β0，β1，β2，β3，β4，β5，β6，β7，β8＝定数
　　　　　ε＝誤差項
　ここで、⑴式の職階ダミー D1 の係数β6 について見ると、
　　　　　 ln lnW W6 1 0b = -t t t となる。
　ただし、W 1t は、１式で推定された賃金関数のパラメータを用いてある属性
　　　　　　　　（年齢、勤続年数）で推計された部長の賃金、
　　　　　W 0t は、同じく非職階である者の賃金である。
　ところで、
　　　　ln ln ln lnW W W
W
W
W W
W
W W11 0
0
1
0
1 0
0
1 0]- = = - + -t t t
t
t
t t
t
t te o であるから、
　　　　 W
W W
6
0
1 0= -bt t
t t
となる。
　したがって、 6bt は、部長と非職階の賃金格差をあらわしていることになる。
同様に、 7bt は課長と非職階の賃金格差、 8bt は係長と非職階の賃金格差をあら
わす。このようにして算出した職階間の賃金格差を整理した結果が、表 3 に
示されている。
　分析結果　―まとめ―
　表 3 の年収について、非職階と最高位の職階との賃金格差をみると、公務
部門では、都道府県及び指定都市で 50％程度、市で 30 ～ 40％、町村で 30％
程度の格差があり、組織規模が大きいほど大きな賃金格差がみられる。一方、
民間部門では、企業規模が大きいほど大きな賃金格差がみられるもののその差
は小さく、企業規模に関わらず 50％台から 60％台の格差がある。
　この他の職階においても、同様に、民間部門における職階間格差よりはやや
小さいものの、公務部門においても相当大きな職階間の賃金格差が認められる
結果となっている。
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表 3　職階間の賃金格差
所定内給与月額
公務
1988 年（S63） 1993 年（H5） 1998 年（H10） 2003 年（H15）
格差（%） P 値 格差（%） P 値 格差（%） P 値 格差（%） P 値
都道府県 部　長 48.0＊＊＊ 0.000 46.6＊＊＊ 0.000 46.0＊＊＊ 0.000 45.2 ＊＊＊ 0.000 
課　長 32.6＊＊＊ 0.000 32.0＊＊＊ 0.000 31.2＊＊＊ 0.000 30.5 ＊＊＊ 0.000 
係　長 5.3＊＊＊ 0.000 5.6＊＊＊ 0.000 5.7＊＊＊ 0.000 5.8 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0
指定都市 部　長 51.6＊＊＊ 0.000 49.1＊＊＊ 0.000 48.5＊＊＊ 0.000 45.3 ＊＊＊ 0.000 
課　長 19.3＊＊＊ 0.000 18.1＊＊＊ 0.000 18.1＊＊＊ 0.000 16.1 ＊＊＊ 0.000 
係　長 8.1＊＊＊ 0.000 6.6＊＊＊ 0.000 7.3＊＊＊ 0.000 6.9 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0
市 部　長 45.0＊＊＊ 0.000 40.8＊＊＊ 0.000 38.4＊＊＊ 0.000 36.5 ＊＊＊ 0.000 
課　長 32.2＊＊＊ 0.000 29.4＊＊＊ 0.000 27.4＊＊＊ 0.000 26.1 ＊＊＊ 0.000 
係　長 5.2＊＊＊ 0.000 4.2＊＊＊ 0.000 3.6＊＊＊ 0.000 3.5 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0
町村 課　長 38.9＊＊＊ 0.000 35.2＊＊＊ 0.000 32.7＊＊＊ 0.000 30.1 ＊＊＊ 0.000 
係　長 9.0＊＊＊ 0.000 8.0＊＊＊ 0.000 8.0＊＊＊ 0.000 6.9 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0
民間
1988 年（S63） 1993 年（H5） 1998 年（H10） 2003 年（H15）
格差（%） P 値 格差（%） P 値 格差（%） P 値 格差（%） P 値
1000 人以上 部　長 59.2 ＊＊＊ 0.000 54.1 ＊＊＊ 0.000 53.8 ＊＊＊ 0.000 51.6 ＊＊＊ 0.000 
課　長 39.5 ＊＊＊ 0.000 37.1 ＊＊＊ 0.000 36.9 ＊＊＊ 0.000 34.5 ＊＊＊ 0.000 
係　長 13.9 ＊＊＊ 0.000 14.2 ＊＊＊ 0.000 13.9 ＊＊＊ 0.000 12.9 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
500 ～ 999 人 部　長 51.3 ＊＊＊ 0.000 46.4 ＊＊＊ 0.000 49.4 ＊＊＊ 0.000 52.3 ＊＊＊ 0.000 
課　長 27.6 ＊＊＊ 0.000 28.5 ＊＊＊ 0.000 28.9 ＊＊＊ 0.000 31.9 ＊＊＊ 0.000 
係　長 10.3 ＊＊＊ 0.000 8.4 ＊＊＊ 0.000 10.3 ＊＊＊ 0.000 13.7 ＊＊＊ 0.002 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
100 ～ 499 人 部　長 54.7 ＊＊＊ 0.000 50.6 ＊＊＊ 0.000 55.6 ＊＊＊ 0.000 53.6 ＊＊＊ 0.000 
課　長 30.5 ＊＊＊ 0.000 30.2 ＊＊＊ 0.000 33.8 ＊＊＊ 0.000 30.8 ＊＊＊ 0.000 
係　長 11.9 ＊＊＊ 0.000 12.0 ＊＊＊ 0.000 17.0 ＊＊＊ 0.000 11.9 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
注：＊＊＊は、有意水準 1％で統計的に有意であることを示す。
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年　　　　　収
公務
1988 年（S63） 1993 年（H5） 1998 年（H10） 2003 年（H15）
格差（%） P 値 格差（%） P 値 格差（%） P 値 格差（%） P 値
都道府県 部　長 48.3 ＊＊＊ 0.000 51.2 ＊＊＊ 0.000 50.4 ＊＊＊ 0.000 49.1 ＊＊＊ 0.000 
課　長 31.7 ＊＊＊ 0.000 33.7 ＊＊＊ 0.000 32.9 ＊＊＊ 0.000 31.9 ＊＊＊ 0.000 
係　長 5.3 ＊＊＊ 0.000 7.0 ＊＊＊ 0.000 7.1 ＊＊＊ 0.000 7.1 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
指定都市 部　長 51.0 ＊＊＊ 0.000 51.5 ＊＊＊ 0.000 50.8 ＊＊＊ 0.000 47.4 ＊＊＊ 0.000 
課　長 19.4 ＊＊＊ 0.000 19.5 ＊＊＊ 0.000 19.5 ＊＊＊ 0.000 17.3 ＊＊＊ 0.000 
係　長 8.1 ＊＊＊ 0.000 8.0 ＊＊＊ 0.000 8.7 ＊＊＊ 0.000 8.1 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
市 部　長 39.5 ＊＊＊ 0.000 38.4 ＊＊＊ 0.000 36.0 ＊＊＊ 0.000 34.3 ＊＊＊ 0.000 
課　長 27.6 ＊＊＊ 0.000 26.9 ＊＊＊ 0.000 24.9 ＊＊＊ 0.000 23.9 ＊＊＊ 0.000 
係　長 5.2 ＊＊＊ 0.000 5.6 ＊＊＊ 0.000 5.0 ＊＊＊ 0.000 4.7 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
町村 課　長 34.2 ＊＊＊ 0.000 32.6 ＊＊＊ 0.000 30.0 ＊＊＊ 0.000 27.8 ＊＊＊ 0.000 
係　長 9.0 ＊＊＊ 0.000 9.5 ＊＊＊ 0.000 9.4 ＊＊＊ 0.000 8.2 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
民間
1988 年（S63） 1993 年（H5） 1998 年（H10） 2003 年（H15）
格差（%） P 値 格差（%） P 値 格差（%） P 値 格差（%） P 値
1000 人以上 部　長 69.1 ＊＊＊ 0.000 61.0 ＊＊＊ 0.000 59.9 ＊＊＊ 0.000 55.8 ＊＊＊ 0.000 
課　長 45.5 ＊＊＊ 0.000 41.8 ＊＊＊ 0.000 41.6 ＊＊＊ 0.000 38.7 ＊＊＊ 0.000 
係　長 17.1 ＊＊＊ 0.000 16.8 ＊＊＊ 0.000 17.3 ＊＊＊ 0.000 16.6 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
500 ～ 999 人 部　長 58.3 ＊＊＊ 0.000 53.1 ＊＊＊ 0.000 54.6 ＊＊＊ 0.000 54.8 ＊＊＊ 0.000 
課　長 33.4 ＊＊＊ 0.000 34.5 ＊＊＊ 0.000 34.7 ＊＊＊ 0.000 35.4 ＊＊＊ 0.000 
係　長 15.9 ＊＊＊ 0.000 13.7 ＊＊＊ 0.000 16.0 ＊＊＊ 0.000 16.8 ＊＊＊ 0.000 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
100 ～ 499 人 部　長 62.1 ＊＊＊ 0.000 61.0 ＊＊＊ 0.000 64.7 ＊＊＊ 0.000 52.5 ＊＊＊ 0.000 
課　長 39.0 ＊＊＊ 0.000 41.2 ＊＊＊ 0.000 42.2 ＊＊＊ 0.000 29.7 ＊＊＊ 0.000 
係　長 20.4 ＊＊＊ 0.000 23.5 ＊＊＊ 0.000 26.1 ＊＊＊ 0.000 9.9 ＊＊＊ 0.003 
非職階 0.0 0.0 0.0 0.0 
資料出所：
［公務］ 総務省『地方公務員給与実態調査』（1988-2003 年）の第 2 表の 4「団体区分別、学歴別、一般行政職の
職務の地位別、経験年数別職員数及び平均給料月額」、第 3 表の 5「団体区分別、学歴別、一般行政職の
職務の間地位別、年齢別職員数及び平均給料月額」、別冊第 3「都道府県別、市区町村別給与等の一覧表」
の「1 都道府県・指定都市の職員数及び平均給料（報酬）月額等」の一般行政職の職員（学歴計・男女計・
59 歳以下）のデータを用いて P.6 の回帰分析により算出した。（＊ 19 参照）
［民間］ 厚生労働省『賃金構造基本統計調査』（1988-2003 年）の第 3 巻第 1 表「職階、年齢階級別きまって支給
する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額」の労働者（学歴計・男性・59 歳以下）のデー
タを用いて P.6 の回帰分析により算出した。（＊ 20 参照）
公務部門の賃金構造に関する経済分析
182
　組織規模と職階間賃金格差
　ここで、公務部門と民間部門のそれぞれの区分ごとに、部長の平均部下数を
算出すると、公務部門は都道府県・指定都市・市でそれぞれ 69.0 人・36.4 人・
29.7 人、民間部門は企業規模 1000 人以上・500 ～ 999 人・100 ～ 499 人で
それぞれ 29.5 人・23.4 人・23.1 人となっている22。公務部門では団体区分の
順に平均部下数（支配下にある組織の規模）にも相違があり、そのことが団体
区分間の賃金格差の差を生じさせていると考えられるが、民間部門では平均部
下数や昇進確率は企業規模に関わらずほぼ一定であることから、賃金格差が企
業規模に関わらずほぼ同様の格差となっているものと考えられる。課長につい
ても、同様の傾向が認められる。
　一般に、規模の大きな組織23 の長は、規模の小さな組織の長より賃金が高く
なる。その経済合理性については、いくつかの説明がなされている24。第一に、
責任とリスクの大きさである。大組織の中で上位の仕事は、責任とリスクが大
きいため、賃金が高くなる。第二に、昇進確率である。大きな組織の中で、上
位の職に就く昇進確率は低くなるため、昇進した場合の賃金を高く設定し、昇
進へのインセンティブを確保する必要がある。第三に、評価・選抜の困難性で
ある。大組織の中で上位の職にある者については、すでに選抜された者の中か
らさらに選抜するという過程に入るため、力のチラバリが小さくなり、選抜が
難しい。また、大組織の中で上位の職にある者に求められるのは、「変化への
対応能力」であり、テストしうるケースが事例として少ないため、判定が難し
い。これらのことから、モニタリング・コストを低減させるため、高い賃金を
設定することが効率的となる。
　公務部門と民間部門における職階間の賃金格差についても、こうした経済合
22 表 3 と同じテータを用いて算出した 1988 年、1993 年、1998 年及び 2003 年の平
均値である。
23 支配下にある組織の規模の大きさが重要な要素となっていると考えられる。
24 猪木（2002）、pp.35-54 および伊藤（1992）、pp.207-229。
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理性が成り立っているものと考えられる。このように考えた場合、上述の平均
部下数等、支配下にある組織規模の状況を考慮すると、公務部門における非職
階と高位の職階との賃金格差は現状よりさらに大きなものとする方がより経済
合理性を有していると考えられる。
　非職階と係長との賃金格差
　また、表 3 の職階間の賃金格差において、非職階と係長との賃金格差をみ
ると、公務部門では数％の僅かな格差にとどまっているが、民間部門では概ね
10％台～ 20％台の格差がみられる。これは、昇進構造の分析でみたとおり、
公務部門では 8 ～ 9 割の職員が定年までには係長以上の何らかの職階に就い
ており、この比率が民間部門より高いことによるものと考えられ、上記の昇進
確率と賃金水準の経済合理性の考え方と整合的である。
　指定都市の賃金
　なお、指定都市の賃金については、規模の大きさとの関係だけでは、説明が
つかない面がある。指定都市の部長について部下の数をみると、一般の市より
は多いものの、都道府県の約半数でしかない。それにも拘わらず、賃金格差の
水準は都道府県とほぼ等しい。これについては、次のように考えることができ
る。指定都市は、一般の市が行っている業務に加え、都道府県の業務のうち社
会福祉、保健衛生、都市計画等の業務を行っている（地方自治法第 252 条の
19）。したがって、業務の量や困難性等において都道府県に匹敵する面がある。
このため、規模の大きさから経済合理的に収斂したと考えられる都道府県と一
般市の賃金格差の間にあって、規模の面では都道府県より小さいものの、都道
府県と同等の賃金格差となっているものと考えられる。
　時系列の推移
　次に、表 3 により、職階間の賃金格差について、時系列の推移をみると、民
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間部門では、1988 年から 2003 年にかけて規模の大きな企業では格差が漸減
する傾向がみられ、中規模及び小規模の企業では時系列の変化はほとんどみら
れず、ほぼ同様の格差で推移している。少なくとも、職階間の賃金格差が大き
く拡大したという事実は認められない。
　一方、公務部門では、1988 年から 2003 年にかけて、年収で見ると、細部
で一進一退の推移となっており、全体としてはほぼ一定の格差で推移している。
しかし、これを所定内給与でみると、都道府県及び指定都市の係長の一部の年
を除き、1988 年から 2003 年にかけて一貫して格差が漸減していることが分
かる。これは民間部門の動向を踏まえた給与配分の結果として、特に大規模の
企業における職階間格差の漸減傾向を反映したものと考えられる。
　所定内給与における職階間賃金格差が 1988 年から 2003 年にかけて一貫し
て漸減しているなかで、年収における格差が一進一退の推移となっていること
については、1990 年の期末・勤勉手当の役職加算の導入が影響していると考
えられる。この改正は、職階間の賃金格差を拡大させるための直接的な改正で
ある。影響の大きさは団体規模により異なるものの（例えば、役職段階の少な
い町村では役職加算の影響は小さいなど）、1988 年から 1993 年にかけて格差
を拡大させる方向に影響している。民間部門の動向を踏まえた所定内給与の格
差縮小の改定経緯のなかで、期末・勤勉手当における役職加算導入による格差
拡大方向への影響が生じ、年収における格差は一進一退の推移となっているも
のと考えられる。
　以上のように、1988 年から 2003 年にかけて時系列でみると、細部の動き
はあるものの、ほぼ同程度の格差で推移しており、民間部門と同様に、職階間
の賃金格差が大きく拡大したという事実は認められない。
　新昇格制度の導入の効果
　なお、この間の公務部門における制度改正として、1992 年の新昇格制度の
導入がある。この制度は、職階間の賃金格差を拡大させるため、昇格時の対応
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号給をそれまでより 1 号給上位に改正したものである。1992 年から 4 年間の
経過措置期間を経て導入されており、昇格回数の多い職員ほど大きな効果が生
じていることになる。しかしながら、この改正の効果が直接的に反映する所定
内給与における職階間賃金格差の推移をみると、その効果は見受けられない。
新昇格制度の効果は確実に生じているはずであるが、この間の給料表の改定内
容（民間部門の改定を踏まえた給与配分等）が、その効果を打ち消す結果となっ
ている。少なくともデータからは、新昇格制度の影響は、職階間の賃金格差を
拡大させるまでには至っていないと言える。
3.2　職階内の賃金格差
3.2.1　民間部門における成果主義の進展による賃金格差の動向
　1990 年代以降、成果主義という観点からの賃金制度改革が盛んに議論され
てきた。こうした成果主義の進展の結果、職階間の賃金格差、職階内の賃金格
差は、どのように変化してきたのであろうか。表 3 でみたように、1988 年か
ら 2003 年にかけて、少なくとも職階間の賃金格差が大きく拡大したという事
実は認められず、全体としては、ほぼ同程度の格差で推移している。紙幅の制
限のため論証を省かざるを得ないが、民間部門における成果主義の進展による
影響は、職階間の賃金格差等を拡大するような方向にではなく、賞与の査定分
に代表される短期的業績給の査定分を拡大するような方向で実現されていった
のではないかと筆者は考えている25。
　これは、人口の高齢化、経済のグローバル化、バブル経済崩壊後の不況の長
期化などにより、人件費の高まりが企業経営の上で大きな問題となり、IT 化
をはじめとする技術革新の進展やコーポレート・ガバナンスの変化26 等により
企業の経営環境が変わっていくなかで、職階ごとの平均的な賃金水準の構造は
基本的に維持し、むしろ全体としては賃金水準を抑制することを志向し、そう
した環境の下で社員の意欲を維持するための方策として、短期的な業績評価を
反映する短期的業績給において職階内の賃金格差を拡大させていったものと考
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えられる。
　 
3.2.2　公務部門における短期的業績給への取組み
　こうした民間部門における動向に呼応する形で、公務部門においても、制度
改正が行われてきた。1997 年には管理職の期末手当の一部を勤勉手当に振り
替える改正が行われるとともに27、勤勉手当の成績率の幅の拡大が行われた。
その後も、民間部門における査定分の拡大や査定幅の拡大傾向を踏まえ、期末・
勤勉手当における勤勉手当の配分が拡大され、そして何よりも、これまで欠勤
者等への減額にしか適用されていなかった勤勉手当の成績率を、勤務成績に応
じて実質的に適用する動きが始まった。つまり、公務部門においても、民間部
門における動向に呼応し、短期的な業績評価に基づく短期的業績給への取組み
が始まったばかりである。
　しかしながら、公務部門においては、売り上げや利潤といった短期的な成果
が明確となる指標は少ない。加えて、大部屋主義と言われるチームで概括的業
務を行っていることが多い。このため、短期的な業績評価に基づき職員間の賃
金に差をつけることは、差がないところにむりやり差をつけることになりかね
25 成果主義の進展に伴い、個別の企業において賃金格差の拡大が実際に起きたかど
うかに関しては、分析結果が分かれており、確定的な検証結果は現在のところ得ら
れていない。都留・阿部・久保（2003）では格差が拡大した企業が報告されているが、
中嶋・松繁・梅崎（2004）では企業の管理職層において賃金格差が縮小した事例ま
で報告されている。
　なお、都留・阿部・久保（2005）では、機械関連のメーカーの企業内人事マイクロデー
タを用いて詳細な分析が行われているが、当該企業の人事制度改革は、「賃金プロファ
イルの傾きを緩やかにするという変更」であったとし、「賞与の格差は拡大したもの
の、月例給与の散らばりが大きくなるという事実は明瞭には出ていない」と報告さ
れており、本稿における統計データによるマクロの捉え方と整合的なものとなって
いる。
26 技術革新の進展やコーポレート・ガバナンスの変化による影響は阿部（2006）、
pp.18-35。
27 期末・勤勉手当は民間部門の賞与に相当し、そのうちの勤勉手当は勤務成績を反
映することができるもので民間部門の査定分に相当する。
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ず、弊害が多いものと考えられることから、短期的な業績評価に基づく短期的
業績給への取組みは、その必要性と効果（職員のモチベーションに与える影響
等を含めた実質的な効果）を慎重に検討すべきであり、軽々に導入・拡大して
いくべきではないのではないかと考える。
3.3　生涯にわたる賃金格差
　職階間の賃金格差について、生涯にわたる長期的な観点から概観し、公務部
門における賃金構造を分析する28。
　このため、地位別の生涯賃金として、公務部門と民間部門のそれぞれについ
て、全体に占める地位ごとの生涯賃金を推計した29。推計結果は表 4 に示され
ている30。
28 生涯にわたる賃金として、ひとりの労働者が新規学卒から定年退職までに受け取
る賃金の総額を労働政策研究・研修機構（2006）の手法を参考にして推計する。具
体的には、これまで賃金格差の分析に用いた公務部門と民間部門の賃金データ（公
務部門：総務省「地方公務員給与実態調査」（2003 年）、民間部門：厚生労働省「賃
金構造基本統計調査」（2003 年）。表 3 と同じ）を用いて、各年齢の月例給与と年間
賞与から各年齢の年間賃金総額を求め、単純化のため、これを 20 歳から 59 歳まで
の 40 年間について積算することによって算出する。退職金は含んでいない。
　公務部門において、かつては、在職中に高位の職階にあった者は、退職後、関係
団体の役職員に就任し高い賃金を受けることにより、在職中の職階間賃金格差が小
さいことを補う効果があったとも考えられるが、今日では是正される方向にあるも
のであることから、ここでは在職中の賃金に限定して分析を行った。
29 具体的には、ある年齢において、例えば上位 5％の地位を占める労働者がどの職階
に位置しているかを職階別人員分布から推定し、その年齢における当該職階の年間
賃金総額を算出する。同様のことを 20 歳から 60 歳までの各年齢について行い、そ
の合計をもってその地位の生涯賃金とした。つまり、生涯にわたり上位 5％の地位
を占め続けた労働者の生涯賃金を推計したことになる。以下同様にして、上位 10％、
25％、中位の地位を占める労働者について推計した。
　現実には、年齢の経過にしたがって地位が変わっていくことも十分考えられるが、
「遅い選抜」のもとで、最終的に最高位の地位を占める者は、生涯にわたり上位の地
位を占め続けた者であることが多いと考えられることなどから、単純化したモデル
として、生涯にわたり同一の地位を占め続けた者どおしの比較を行うこととした。
30 公務部門と民間部門のそれぞれの中での格差をみたものであり、公務部門と民間
部門との水準比較には適さない。公務部門と民間部門との水準比較には、年齢・勤
続年数・人員ウエイト等の属性を揃えたうえで比較する必要がある。
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　推計結果と考察
　推計結果を見ると、民間部門では、中位の平均的な労働者に比べて、上位 5％
を占める労働者は、生涯にわたり約 4 割から 5 割（42.5% ～ 49.9%）高い賃
金を受けている。これに対して、公務部門では、1 割程度（6.1% ～ 19.3%）
高い賃金しか受けておらず、生涯にわたる賃金格差は極めて小さいものとなっ
表 4　生涯賃金の職階間格差
生涯賃金 （単位：千円）
中　位 上位 25％ 上位 10％ 上位 5％
公務部門 都道府県 250,495 266,464 275,050 283,053 
指定都市 258,232 268,410 288,890 308,180 
市 242,528 263,127 270,136 276,470 
町村 234,022 241,390 242,826 248,383 
民間部門 1000- 222,730 264,719 307,217 333,799 
500-999 194,759 232,497 263,639 277,504 
100-499 175,100 188,424 242,612 251,635
生涯賃金（指数） （中位：1.000）
中　位 上位 25％ 上位 10％ 上位 5％
公務部門 都道府県 1.000 1.064 1.098 1.130 
指定都市 1.000 1.039 1.119 1.193 
市 1.000 1.085 1.114 1.140 
町村 1.000 1.031 1.038 1.061 
民間部門 1000- 1.000 1.189 1.379 1.499 
500-999 1.000 1.194 1.354 1.425 
100-499 1.000 1.076 1.386 1.437
＊資料出所：表 3 と同じ。算出方法は＊ 28、＊ 29 参照。
［公務］ 総務省『地方公務員給与実態調査』（1988-2003 年）の第 2 表の 4「団体区分別、学
歴別、一般行政職の職務の地位別、経験年数別職員数及び平均給料月額」、第 3 表の
5「団体区分別、学歴別、一般行政職の職務の間地位別、年齢別職員数及び平均給料
月額」、別冊第 3「都道府県別、市区町村別給与等の一覧表」の「1 都道府県・指定
都市の職員数及び平均給料（報酬）月額等」の一般行政職の職員（学歴計・男女計） 
のデータ。
［民間］ 厚生労働省『賃金構造基本統計調査』（1988-2003 年）の第 3 巻第 1 表「職階、年齢
階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額」
の労働者（学歴計・男性）のデータ。
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ている。他の地位区分においても、同様に、公務部門における生涯における地
位間の賃金格差は民間部門のそれより小さいものとなっている。　
　これは、公務部門の昇進が、日本型企業の特徴とされる「遅い選抜」よりさ
らに遅い「遅すぎる選抜」となっていることによる弊害であると言える。つま
り、採用後長期間にわたり、昇進にほとんど差を付けない極端な「遅い選抜」
が行われ、その後も昇進時期には差があるものの、多くの職員が係長等の職階
には昇進しており、一方で課長や部長といった高い職階への昇進は勤続 30 年
以上等の極めて長期間の勤続を経た後となっていることから、実質的に、職員
間の賃金に差がつく期間は、極めて限定的なものとなっており、この結果、生
涯にわたる賃金格差が極めて小さいものとなっているものと考えられる。
　対応の方向①
　公務部門においては、売り上げや利潤といった短期的な成果が明確となる指
標が少ないなど、先述したような公務部門の特性がある。このため、短期的な
業績評価に基づき職員間に差をつけることは弊害が多いものと考えられるが、
一定期間一緒に仕事をするなかで衆目の一致する「できる職員」という評価は
徐々に長期的には定まっていくものであり、こうした長期的な評価の積み上げ
のなかで、昇進する職階に格差を生じさせ、それに対応した賃金格差を設ける
従来の制度は、公務部門の特性に適応したものとして、合理性を有しているも
のと考えられる。
　したがって、対応の一つは、こうした長期的な評価の積み上げに基づく職階
間の賃金格差を拡大させる方向に改善していくことである。高い職階の賃金は、
本来ならば、組織規模を踏まえた責任やリスク、昇進確率、評価・選抜の困難
性等に見合った高い水準とならなければならないのにも拘わらず、公務部門で
は抑制基調となっている。その一方で、低い職階でも、勤続年数の経過に伴う
賃金水準の上昇率は高い31。この場合のインセンティブは、在職し続けるイン
センティブであり、勤勉に働くインセンティブとは言い難い面がある。特に、
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解雇の脅威の少ない公務部門において、在職し続けるインセンティブのための
制度を用意する必要性は小さい。この意味でも、（勤続年数の短い間の熟練形
成期はともかく）低い職階の賃金プロファイルの急な傾きは是正していくなど
の改善が必要である。
　対応の方向②
　いま一つの対応は、職階間の賃金格差の効果を打ち消すような「遅すぎる選
抜」を是正していくことである。
　例えば都道府県の場合、課長級の平均年齢は 54.3 歳、平均経験年数 32.6 年、
課長級に到達するまでの通算在職期間の平均は約 28 年となっている32。22 歳
で採用された場合、課長級に達した後定年までの期間は約 10 年となる。最高
位の職階まで昇進する者は、その僅か 10 年の間に、課長級・次長級・部長級
を慌ただしく経験することとなる。「遅い選抜」の有効性は認めつつも、「遅す
ぎる選抜」は是正しなければ、全体における勤勉のインセンティブは機能しな
いおそれがあると考えられる。
　具体的には、これまでみてきたとおり、公務部門ではその業務の性質上「遅
い選抜」が有効であると考えられ、特に、採用から第 1 選抜が出現するまで
の期間については、慎重な選抜が重要であると考えられるものの、その後のい
わゆる課長や部長といった職階への選抜については、それまでの職務遂行上発
揮された能力の実証が相当程度積み上げられており、選抜を行っていくことは
十分に可能であると考えられることから、現行より早い時期に設定し、対応す
る規模の民間に準じた時期に昇進する者が生じるようにしていくなどの改善が
必要である。
31 3.1.2（*19、*20）で用いたデータにより、公務部門と民間部門において、生涯を
通じて非職階であった者の賃金の増加率を年収で比較すると、初任給を 100 とした
55 ～ 59 歳の賃金水準は、民間部門は 196 であるのに対して、公務部門は都道府県
258、指定都市 253、市 250、町村 234 となっている。
32 総務省『地方公務員給与実態調査』（2003 年）、p.97 および p.196 など。
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４　まとめ
　「持続可能な福祉社会」をめざす現代社会においても、公務部門の重要性は
高まるばかりであり、その人材確保と育成のためにも、公務部門の賃金をどの
ようなものとしていくかは重要な課題であるとの認識のもと、本稿では、公務
部門における賃金構造について分析を行った。対象として取り上げたのは地方
公務員である。
　まず、公務部門の昇進構造については、次のことが示された。公務部門にお
いても、各職階への昇進には一定の選抜が行われており、職員間に相当な昇進
の格差が生じている。この格差は、昇進する早さの差にとどまるものではなく、
最終的に到達する職階にも職員間に大きな格差が生じている。また、日本型企
業の特徴とされる「遅い選抜」は、公務部門にも見られ、民間部門よりさらに
遅いものとなっている。
　次に、公務部門の賃金構造については、次のことが示された。
　まず、職階間の賃金格差について、公務部門と民間部門における職階間賃金
格差を年齢・勤続年数・人員ウエイトを考慮したうえで比較すると、非職階と
最高位の職階との賃金格差が、民間部門では、企業規模に関わらず 50％台か
ら 60％台であるが、公務部門では、都道府県及び指定都市で 50％程度、市で
30 ～ 40％、町村で 30％程度であるなど、民間部門よりやや小さいものの、公
務部門においても相当大きな職階間の賃金格差が認められる。
　一方、職階内の賃金格差をみると、民間部門において成果主義の進展に伴う
大きな動きがあるなかで、公務部門においては、民間部門の賞与（ボーナス）
の査定分にあたる勤勉手当の成績率の適用など短期的な業績評価に基づく短期
的業績給への取組みが始まったばかりである。
　以上をまとめると、公務部門では、これまで、短期的な業績評価に基づく短
期的業績給への取組みこそ十分には行われてこなかったものの、各職階への昇
進には一定の選抜が行われ、職員間に相当な昇進の格差が生じており、そうし
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た昇進の格差に応じて、相当大きな職員間の賃金格差が存在することが明らか
になった。
　しかしながら、公務部門においては、採用後長期間にわたり昇進にほとんど
差を付けない極端な「遅い選抜」が行われるとともに、部長等の高い職階への
昇進は勤続 30 年以上等の長期間の勤続を経た後となっているため、実質的に、
職員間の賃金に差がつく期間は限定的なものとなっている。この結果、生涯に
わたる賃金格差を見ると、民間部門では、中位の平均的な労働者に比べて、上
位 5％を占める労働者は、生涯に約 4 割から 5 割（42.5% ～ 49.9%）高い賃金
を受けているのに対して、公務部門では、1 割程度（6.1% ～ 19.3%）高い賃
金しか受けておらず、生涯における賃金格差は極めて小さいものとなっている。
　以上の分析結果を踏まえ、公務部門において、職員の意欲を高めるインセン
ティブに富んだ、あるべき賃金としては、次のとおり考えることができる。
　本文でも指摘したとおり、公務部門においては、売り上げや利潤といった短
期的な成果が明確となる指標は少ない。加えて、大部屋主義と言われるチーム
で概括的業務を行っていることが多い。このため、長期的な評価の積み上げの
なかで、昇進する職階に格差を生じさせ、それに対応した賃金格差を設ける従
来の制度は、公務部門の特性に適応したものであり、合理性を有している。し
たがって、長期的な評価の積み上げに基づく職階間の賃金格差を拡大させる方
向に改善していく必要がある。また、こうした職階間の賃金格差の効果を打ち
消すような「遅すぎる選抜」は職員の働くインセンティブを妨げるおそれがあ
り、改善していく必要があると考える。
　一方、短期的な業績評価に基づく短期的業績給への取組みについては、公務
部門の特性を踏まえ、その必要性と効果（職員のモチベーションに与える影響
等を含めた実質的な効果）を慎重に検討したうえで対応すべきである。この点
については、実証的な分析が必要であると考えられ、今後の課題としたいと考
える。
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